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総 行 行 第 ５ ６ 号 

国土入企第２７号 

平成２９年３月１５日 

 

 

各 都 道 府 県 知 事 殿 

（市町村担当課、契約担当課扱い） 

各都道府県議会議長 殿 

（議会事務局扱い） 

各 指 定 都 市 市 長 殿 

（契約担当課扱い） 

各指定都市議会議長 殿 

（議会事務局扱い） 

 

 

 

 

総 務 省 自 治 行 政 局 長               

 

 

 

 

 

国土交通省土地・建設産業局長               

 

 

 

 

低入札価格調査における基準価格の見直し等について 

 

 

 ダンピング受注（その請負代金の額によっては公共工事の適正な施工が通常

見込まれない契約の締結をいう。）は、工事の手抜き、下請業者へのしわ寄せ、

公共工事に従事する者の賃金その他の労働条件の悪化、安全対策の不徹底等に

つながりやすく、ひいては建設業の若年入職者の減少の原因となるなど、建設工

事の担い手の育成及び確保を困難とし、建設業の健全な発達を阻害するもので

あることから、これを防止する必要があります。 

 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１

２７号。以下「法」という。）においては、公共工事の入札及び契約の適正化の

基本となるべき事項としてダンピング受注の防止が明記されており、「公共工事

の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（平成２６年９月３０

日閣議決定）では、ダンピング受注の防止を図る観点から低入札価格調査の基準

価格を適宜見直すこととされています。 
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 今般、平成２９年３月１４日付けで中央公共工事契約制度運用連絡協議会に

おいて、「工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用連

絡協議会モデル」（以下「中央公契連モデル」という。）のうち、直接工事費に

ついて、公共工事の品質確保の担い手の賃金を適切に確保する観点から、労務費

に相当する費用を１００％計上することとし、算入率を１０分の９．５から１０

分の９．７に引き上げる見直しが行われました（別添１参照）。また、同日付で、

国土交通省においても同様の見直しを行ったところです（平成２９年４月１日

以降に入札公告を行う工事が対象。別添２参照。）。 

 これまで「公共工事の円滑な施工確保について」（平成２８年１０月１４日付

け総行行第２０２号・国土入企第１８号）等で低入札価格調査基準及び最低制限

価格についてその算定方式の改定等により適切に見直すよう繰り返し要請して

きたところですが、各地方公共団体におかれては、今回の見直しを踏まえ、下記

の措置を講ずることによりダンピング受注の防止を図るよう法第２０条第２項

に基づき改めて要請します。 

 各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除く。）の長

及び議会の議長に対しても、本要請の周知徹底をよろしくお願いします。 

 

 

記 

 

１ ダンピング対策の強化について 

   低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底することに

より、ダンピング受注の排除を図ること。このため、低入札価格調査制度又は

最低制限価格制度のどちらも未導入の地方公共団体にあっては、早急に制度

導入に向けた検討を行うこと。特に、人口や年間発注金額等に照らして一定程

度の規模を有する団体においては、速やかに検討を行うこと。 

また、今般の中央公契連モデル及び国土交通省の見直しを踏まえ、低入札価

格調査基準及び最低制限価格について、その算定方式の改定等により適切に見

直すこと。 

 

２ 低入札価格調査の基準価格等の公表時期の見直しについて 

  低入札価格調査の基準価格及び最低制限価格については、その事前公表に

より、当該近傍価格へ入札が誘導されるとともに、入札価格が同額の入札者の

くじ引きによる落札等が増加する結果、適切な積算を行わずに入札を行った

建設業者が受注する事態が生じるなど、建設業者の真の技術力・経営力による

競争を損ねる弊害が生じうること、地域の建設業の経営を巡る環境が極めて

厳しい状況にあることにかんがみ、事前公表は取りやめ、契約締結後の公表と

すること。 

  予定価格についても、その事前公表によって同様の弊害が生じかねないこ

と等の問題があることから、事前公表の適否について十分に検討した上で、弊

害が生じた場合には速やかに事前公表の取りやめ等の適切な対応を行うもの

とすること。 
 

以上 



別添１ 

◯工事請負契約に係る低入札価格調査基準中央公共工事契約制度運用連絡協議

会モデル 

 

                                     昭和６１年６月２６日 採択 

                                 平成２９年３月１４日 最終改正 

 

 

工事の請負に係る競争契約において、相手方となるべき者の申込みに係る価格によっ

ては、その者により当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがある

と認められる場合の基準は、その者の申込みに係る価格が次に掲げる額に満たない場合

とする。 

 

１ 予定価格算出の基礎となった次に掲げる額の合計額。ただし、その額が、予定価格

に１０分の９を乗じて得た額を超える場合にあっては１０分の９を乗じて得た額と

し、予定価格に１０分の７を乗じて得た額に満たない場合にあっては１０分の７を乗

じて得た額 

 

① 直接工事費の額に１０分の９．７を乗じて得た額 

② 共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

③ 現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額 

④ 一般管理費等の額に１０分の５．５を乗じて得た額 

 

２ 特別なものについては、１にかかわらず、契約ごとに１０分の７から１０分の９ま

での範囲内で契約担当官等の定める割合を予定価格に乗じて得た額 



国官会第３８６１号

平成２９年３月１４日

内 部 部 局 の 長

施設等機関の長

国 土 地 理 院 長

地方支分部局の長 あて

外 局 の 長

沖縄総合事務局長

国土交通省大臣官房長

「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いについて」の一部改正について

「予算決算及び会計令第８５条の基準の取扱いについて」（平成１６年６月

１０日付け国官会第３６７号）の一部を下記のとおり改正することとしたので

遺漏なきよう措置されたい。

記

２（１）イ①中「１０分の９．５」を「１０分の９．７」に改める。

２（２）イ中の表を次のように改める。

附 則

本通知は、平成２９年４月１日以降に入札公告等を行う国土交通省所管に係

る工事及び製造その他についての請負契約（予定価格が１，０００万円を超え

るものに限る。）の入札から適用する。

業種区分 ① ② ③ ④

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額
諸経費の額に１０分の４．

８を乗じて得た額
－

建築関係の建設コ

ンサルタント業務
直接人件費の額 特別経費の額

技術料等経費の額に１０分

の６を乗じて得た額

諸経費の額に１０分の６

を乗じて得た額

土木関係の建設コ

ンサルタント業務
直接人件費の額 直接経費の額

その他原価の額に１０分の

９を乗じて得た額

一般管理費等の額に１０

分の４．８を乗じて得た

額

地質調査業務 直接調査費の額

間接調査費の額

に１０分の９を

乗じて得た額

解析等調査業務費の額に１

０分の８を乗じて得た額

諸経費の額に１０分の

４．５を乗じて得た額

補償関係コンサル

タント業務
直接人件費の額 直接経費の額

その他原価の額に１０分９

を乗じて得た額

一般管理費等の額に１０

分の４．５を乗じて得た

額

別添２



低入札価格調査基準（工事）

低入札価格調査基準とは
■ 予算決算及び会計令第８５条に規定。
■ 「当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合」の基準。
■ この基準に基づいて算出した価格を下回った場合には、履行可能性についての調査を実施。
履行可能性が認められない場合には、失格。

低入札価格調査基準の運用の見直しについて

• H29年4月1日以降に入札公告を行う工事を対象に、直接工事費のうち、労務費の算入率を現行の95％から
100％に変更する。

【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.08

現行

【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.97

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.08

H29.4.1～

機械経費 0.95

労務費 1.00

材料費 0.95


